
○公共インフラの本格復旧・復興の進捗状況については、概ね四半期に一度の頻度で更新している
ところであるが、このたび、平成27年９月末時点の進捗状況をとりまとめた。

（平成27年11月17日とりまとめ）

○前回（平成27年６月末時点）に比べ、下記の事業等で着実な進捗が見られた。
・復興まちづくり（民間住宅等用宅地） 完了率 ５２％→５９％ （地区数）

復興まちづくり（防災集団移転促進事業） 完了率 ５９％→６６％ （地区数）
復興まちづくり（漁業集落防災機能強化事業） 完了率 ５３％→５８％ （地区数）

・復興住宅 完了率 ３６％→４３％
・排水機場（農業用） 完了率 ７７％→８２％

○今後とも、本進捗率、事業計画及び工程表により、効果的な事業の進捗管理を行い、本格
復旧・復興の一層の推進を図っていく。

公共インフラの本格復旧・復興の進捗状況①（平成２７年９月末時点）

※各指標の分母、分子の定義については、事業の進捗に応じ変更となる可能性がある。

（参考）指標について
○対象地域は、原則として福島県の避難指示解除準備区域等を除く、東日本大震災により被災した地域である。
○福島県の避難指示解除準備区域等の進捗状況については、今後、インフラ復旧の工程表の作成状況等に応じて、作成
する予定。
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項 目
指標名

進捗率
復旧・復興の状況

／被害の状況
項 目
指標名

進捗率
復旧・復興の状況

／被害の状況

○安全・安心のための基盤整備関係（被災地域の安全を確保するための各種インフラの復旧・復興状況）

■海岸対策

本復旧・復興工事に着工
した地区海岸、本復旧・復
興工事が完了した地区海
岸の割合

■河川対策
（直轄区間）

本復旧工事が完了した
河川管理施設（直轄管
理区間）の割合

完了箇所数 2,115

被災した河川管理施
設の箇所数 2,115

■下水道
移行済みの処理場数

72

災害査定を実施
した処理場数 73

通常処理に移行した下
水処理場※の割合

0% 50% 100%

0% 50% 100%

■水道施設 完了事業数 177

災害査定実施事業数
184※

本格復旧が完了した
水道事業数の割合

96%

0% 50% 100%

■災害廃棄物の処理

0% 50% 100%

災害廃棄物の処理が
完了した割合

99%

※「通常処理に移行した処理場」とは、
被災前と同程度の放流水質まで
処理が実施可能となった処理場で
ある。これらの中には、一部の水
処理施設や汚泥処理施設は未だ
本復旧工事中のものもある。

処理量 1,755万t※

推計量 1,780万t※

公共インフラの本格復旧・復興の進捗状況②（平成２７年９月末時点）

着工延長 114km
完了延長 38km

■海岸防災林の再生

被災延長 約140km※

※青森県～千葉県における延長
（避難指示区域を含む）

※市街地復興パターン検討調査
を実施した43市町村分に限る。

本復旧工事に着工した海岸
防災林、本復旧工事が完了
した海岸防災林の割合

0% 50% 100%

81%
（着工）

27%
（完了）

福島県の広野町、南相馬市
を除き処理が完了した。

※旧北上川（本復旧工事完了
済）で実施中の地震・津波対策
は、平成３０年度の完成予定

※避難指示解除準備区域等を含む。
※復興計画が定まらず復旧方法を確
定することができないために特例査定
を受けた地区を除く。

※帰還困難区域及び居住制限区域を除き、避
難指示解除準備区域を含む。

海岸対策の状況

仙台湾南部海岸

国施工区間（代行区間含む）約
40kmのうち、復興・復旧を支える上
で不可欠な仙台空港及び下水処
理場の前面の区間等約36kmにつ
いては、施工を完了している。

（被災状況） （本復旧完了）

※「復旧」とは、災害復旧事業により行う復
旧工事のこと。

※「復興」とは、社会資本整備総合交付金又
は農山漁村地域整備交付金により行う整
備工事のこと。

単位：地区海岸

復旧 復興 全体

着工 418 74 492
完了 114 1 115

計画数 501 176 677

0% 50% 100%

73%
（着工）

17%
（完了）

■河川対策
（県・市町村管理区間）

本復旧工事が完了した
河川管理施設（県・市
町村管理区間）の割合

完了箇所数 952

被災した河川管理施
設の箇所数 1,076

0% 50% 100%

88%

99%

100%
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項 目
指標名

進捗率
復旧・復興の状況

／被害の状況
項 目
指標名

進捗率
復旧・復興の状況

／被害の状況

○ 交通関係（被災地の交通ネットワークの復旧・復興状況）

公共インフラの本格復旧・復興の進捗状況③（平成２７年９月末時点）

■交通網（鉄道）

運行を再開した
鉄道路線延長の割合

91%

着工箇所数 131
完了箇所数 128

■交通網（港湾）

本復旧工事に着工した、
及び本復旧工事が完了した
復旧工程計画に定められた

港湾施設の割合

0% 50% 100%

■交通網（道路）
（直轄区間）

完了済み開通延長
1,159km

主要な直轄国道※の
総開通延長 1,161km

本復旧が完了した
道路開通延長の割合

99%

0% 50% 100%

■交通網（道路）
（復興道路・復興支援道路）

復興道路・復興支援道路の着工率
復興道路・復興支援道路の整備率

着工済延長 545km※1

供用済延長 223km

計画済延長 570km※2

※2 事業中区間と供用済区間の合計

被災した港湾施設の
箇所数 131

港湾の状況

仙台塩釜港
（仙台港区中野地区）

道路の状況

コンテナの荷役

※1 工事着手したＩＣ間延長

※岩手、宮城、福島県内の旅客
鉄道分を計上

運行再開した路線延長
2128km※

被災した路線延長
2330km※

鉄道の状況
96%

（着工）

39%
（完了）

0% 50% 100%

ＪＲ石巻線

浦宿駅～女川駅間
運行再開

0% 50% 100%

98%（完了）

■交通網（道路）
（県・市町村管理区間）

被災した道路の路線数
6,298路線

本復旧が完了した
道路路線数の割合

0% 50% 100%

3

※避難指示解除準備区域等を含む
※岩手、宮城、福島県内の国道４

号、６号、４５号に限る。

89% 完了済み路線数
5,581路線

復興道路

矢本石巻道路
鳴瀬奥松島IC～矢本IC間

100%
（着工）



項 目
指標名

進捗率
復旧・復興の状況

／被害の状況
項 目
指標名

進捗率
復旧・復興の状況

／被害の状況

○ 公営住宅・まちづくり関係（被災者が安心して生活するために必要な住宅等の復旧・復興状況）

公共インフラの本格復旧・復興の進捗状況④（平成２７年９月末時点）

注）土地区画整理事業及び漁業集落防災機能強化事業については、住まいの復興工程表に基づく面整備事業を行う地区を計上。防災集団移転促進事業については、住まいの復興工程表に基づく面整備事業を行う331地区及び茨城県の２地区の合計を計上。 4

0% 50% 100%

99%（着工）28%（完了）

■復興まちづくり
（民間住宅等用宅地※）

造成工事の着工数、
造成工事の完了数の割合 計画 405地区

着工 401地区
完了 239地区

99%
（着工）

59%
（完了）

※高台移転を指しており、

・防災集団移転促進事業

・土地区画整理事業

・漁業集落防災機能強化事業

の３事業の合計。

※ 地区数につい
ては、土地区画
整理のうち防集
や災害公営住
宅のみにより宅
地供給される地
区、防集のうち
災害公営のみ
により宅地供給
さ れ る 地 区 と
いった重複地区
を除く。

■復興まちづくり
（土地区画整理事業）

事業認可済の地区※数
造成工事の着工数
宅地の引渡開始地区数
造成工事の完了数 の割合

■復興まちづくり
（防災集団移転促進事業)

■復興まちづくり
（漁業集落防災機能強化事業）

事業費措置の地区数
造成工事の着工数
造成工事の完了数 の割合

事業計画の同意地区※数
造成工事の着工数
造成工事の完了数 の割合

【地区ベース】

【戸数ベース】

【地区ベース】

【戸数ベース】

同意 333地区※１

着工 330地区
完了 221地区

計画 333地区

着工 9,510戸
完了 5,047戸※２

計画 9,534戸

事業認可済 50地区
着工 50地区
宅地引渡開始 21地区※１

完了 2地区

計画 50地区

着工 10,311戸
完了 409戸※2

計画 10,311戸

0% 50% 100%

100%
（事業化・着工）４%（完了）

42%
（宅地引渡）

0% 50% 100%

100%
（同意）

0% 50% 100%

0% 50% 100%

※災害公営住宅のみにより宅
地供給される地区を含む

※ １ 事 業 計
画について
国 土 交 通
大 臣 の 同
意を得た地
区数

※ ２ 一 部 完
了地区で供
給された戸
数も含む

※1 宅 地 の
一 部 を 使
用 収 益 開
始 し た 地
区 、 保 留
地 の 一 部
を 引 渡 し
た 地 区 を
計上

※2 一 部 完
了 地 区 で
供 給 さ れ
た 戸 数 も
含む

※防災集団移転促進事業や災
害公営住宅のみにより宅地
供給される地区を含む

【地区ベース】※

【戸数ベース】

計画 20,338戸

着工 20,299戸
完了 5,653戸

99%
（着工）

66%
（完了）

53%（完了） 99%（着工）

0% 50% 100%

100%（着工）４%（完了）

高台移転

防災集団移転促進事業

宮城県南三陸町田の浦地区

漁業集落防災機能強化事業

岩手県山田町大浦地区

※供給計画は「住まいの復興工
程表」（H27.9末時点）による。

※供給計画は「住まいの復興工
程表」（H27.9末時点）による。

※供給計画は「住まいの復興工
程表」（H27.9末時点）による。

【地区ベース】

【戸数ベース】

計画 36地区

復興交付金の事業費措置 36地区
着工 35地区
完了 21地区

計画 493戸

着工 478戸
完了 197戸97%（着工）40%（完了）

0% 50% 100%

100%
（事業費措置）

0% 50% 100%

97%（着工）58%（完了）



項 目
指標名

進捗率
復旧・復興の状況

／被害の状況
項 目
指標名

進捗率
復旧・復興の状況

／被害の状況

■復興まちづくり
（医療施設） 復旧した医療施設数

298

被災した医療施設数
298

復旧が完了した
公立学校施設の割合

完了学校数 2,258
■復興まちづくり
（学校施設等）

災害復旧事業申請
学校数 2,308※

0% 50% 100%

（応急仮設校舎や間借り等により、全
ての学校で教育活動は再開済み）

公共インフラの本格復旧・復興の進捗状況⑤（平成２７年９月末時点）

98%

0% 50% 100%
※申請予定も含む

○ 公営住宅・まちづくり関係（被災者が安心して生活するために必要な住宅等の復旧・復興状況）

用地確保済み戸数
28,570 (28,562)

完了戸数
12,883 (12,883)

■復興住宅

計画戸数
29,997 (29,820)

災害公営住宅の
用地確保した割合、
整備が完了した割合

0% 50% 100%

着工地区数 182
完了地区数 146

対策工事に着工した地区数、

対策工事が完了した地区数
の割合

0% 50% 100%

80%
（完了）

100%
（着工）

■復興まちづくり
（造成宅地の滑動崩落防止）

着工地区数 21
認可地区数 23

工事に着手した地区数の割合
事業認可した地区数

■復興まちづくり
（津波復興拠点整備事業）

88%
（着工）

96%
（認可）

0% 50% 100%

計画地区数 24※

※津波復興拠点整備事業として復興交付
金の配分可能額通知を受けた地区のう
ち一団地の津波防災拠点市街地形成施
設として都市計画決定をした地区数

計画地区数 182※

※復興交付金の配分可能額通知を受けた
地区のうち、対策工事が必要な地区数

（医療機能の回復） 受入回復した病院数
172

入院の受入制限
又は受入不可を
行った病院※数

182
0% 50% 100%

100%

95%

災害復旧補助金を活用
して復旧整備をした医療
施設の割合

被災三県において被災
した病院のうち、受入
制限又は受入不可から
回復した病院の割合

※東京電力福島第一原発の指定区域内、
廃止済みの病院を除く。

96%
（用地確保済み）

43%
（完了）

復興住宅の状況

災害公営住宅

福島県須賀川市東町地区

学校施設等の状況

高田高校

岩手県陸前高田市

5

※ 供 給 計 画は 「 住 まい の 復興 工 程 表 」
（H27.9末時点）による。
※進捗率には、帰還者向け災害公営住宅
の計画を含んでいない。

※(  )内の数値は帰還者向け災害公営住宅
を除いた戸数
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指標名

進捗率
復旧・復興の状況

／被害の状況
項 目
指標名

進捗率
復旧・復興の状況
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○ 農林水産業関係（被災地域の主な産業基盤である農業、林業、水産業の復旧・復興状況）

公共インフラの本格復旧・復興の進捗状況⑥（平成２７年９月末時点）

がれき撤去完了箇所数
987

■漁場（定置）

定置漁場の箇所数
990※

99%
■養殖施設

養殖施設の
復旧の割合

養殖業再開希望者
の施設数 76,193※

■定置網

復旧数 141

操業再開希望数 144

98%

大型定置網の
復旧の割合

がれき撤去完了箇所数
1,092

■漁場（養殖）

養殖漁場の箇所数
1,106※

99%

がれき撤去が完了した
養殖漁場の割合

■漁港

被災した漁港数 319※

一部でも陸揚げが可能と
なった漁港、陸揚げ岸壁
の機能が全て回復した漁
港の割合

0% 50% 100%

※避難指示区域を含む

※再流入による追加箇所数を含む

陸揚げ岸壁
の復旧

漁港の状況

営農を再開した
農地

農地の状況

気仙沼漁港仙台市

※H27.6末時点

※H27.3末時点

復旧した施設数
68,842※

営農再開可能面積
約15,060 ha

■農地

津波被災農地面積
21,480 ha※

津波被災農地面積に対
する営農再開可能面積

の割合

※青森県～千葉県における面積
（避難指示区域を含む）

0% 50% 100%

※再流入による追加箇所数を含む

0% 50% 100%

0% 50% 100%

70%

0% 50% 100%

※岩手県及び宮城県における施設数

※岩手県及び宮城県における施設数

0% 50% 100%

着工箇所数 9１箇所

復旧が必要な主要な
排水機場 98箇所

本復旧に着手した、又
は本復旧が完了した主
要な排水機場の割合

■排水機場（農業用）

0% 50% 100%

82%（完了）

93%
（着工） 完了箇所数 80箇所

67%（完了）

96%
（一部完了
を含む）

がれき撤去が完了
した定置漁場の割合

全機能が回復済み
の漁港数 213

一部機能が回復済み
の漁港数 94

6

90%
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